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（百万円未満切捨て） 
１．平成 20 年３月期第１四半期の連結業績（平成 19 年４月１日～平成 19 年６月 30 日） 
(1)連結経営成績                              （％表示は対前年四半期増減率） 

 
売上高 営業利益 経常利益 

四 半 期 (当 期 )

純利益 

 

20 年３月期第１四半期 

19 年３月期第１四半期 

百万円 

68,099 

58,490 

％

16.4

16.7

百万円

17,586

10,469 

％

68.0

245.7

百万円 

18,364 

10,739 

％ 

71.0 

225.3 

百万円

13,183

5,629

％

134.2

65.9

19 年３月期 245,981 29,904 30,810  8,679

 

 １株当たり 

四半期(当期)純利益

潜在株式調整後１株当たり

四半期(当期)純利益 

 

20 年３月期第１四半期 

19 年３月期第１四半期 

円 

178 

76 

銭

29

35

円

157

71

銭

08

64

19 年３月期 117 35 105 60

 
(2)連結財政状態 

 
総資産 純資産 自己資本比率 

1 株当たり 

純資産 

 

20 年３月期第１四半期 

19 年３月期第１四半期 

 

573,741 

516,633 

百万円

215,623

204,508

百万円  

33.4 

35.2 

％ 円

2,604

2,456

銭

54 

93 

19 年３月期 577,294 208,775 31.9  2,479 33 

 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 営業活動による 

キャッシュ・フロー

投資活動による 

キャッシュ・フロー

財務活動による 

キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物

期末残高 

 

20 年３月期第１四半期 

 

2,876 

百万円

△10,745

百万円  

△518 

百万円 

97,116

百万円

19 年３月期第１四半期 △13,876 △3,995 6,268  63,142  

19 年３月期 7,069 △16,546 39,532  105,447  
 
 
２．平成 20 年３月期の連結業績予想（平成 19 年４月１日～平成 20 年３月 31 日） 【参考】 

（％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率） 
 

売 上 高     営業利益 経常利益 当期純利益 
1 株当たり 

当期純利益 

 百万円  ％ 百万円  ％ 百万円  ％ 百万円  ％ 円   銭

中 間 期 

通    期 

130,000 

260,000 

8.7 

5.7 

23,000

33,000

19.5

10.4

24,000

34,000

21.2

10.4

16,000

20,000

52.5 

130.4 

217

272

75

19
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３．その他 
(1)期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う

特定子会社の異動） 
： 無 

(2)会計処理の方法における簡便な方法の採用の有無 ： 無 
(3)最近連結会計年度からの会計処理の方法の変更の有無 ： 無 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

  業績予想は、当社グループの業績実績の傾向・特徴を分析・検討したうえで、本資料の発表日時点ま

でにおいて入手した情報をもとに、市場動向の変動等について一定の条件に基づく推測を含めて算出し

たものであります。なお、業績予想の前提及び利用にあたっての注意事項等は、６ページをご参照くだ

さい。 

  また、中間業績予想については、本日公表の「平成 20 年３月期中間期連結業績予想の修正に関するお

知らせ」をご参照ください。 
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【定性的情報・財務諸表等】 

１．連結経営成績に関する定性的情報 

 当第１四半期のわが国経済は、企業収益が順調に拡大し、設備投資の増加や個人消費の改善がみられ

る等、景気動向は改善基調が継続しております。一方、原材料価格の上昇、米国経済の減速等の懸念要

因もみられますが、多くの業種において今後の景況感にも明るさが見られ、日本経済は全体として安定

的に緩やかな景気拡大傾向で推移いたしました。 

 

  情報サービス業界においては、企業収益の拡大を背景にＩＴ関連の設備投資需要が堅調に推移いたし

ましたが、納期・品質・価格・生産性向上等に対する顧客の要求が強まっており、産業自体の成熟化、

ＩＴ技術者の世代交代への対応並びにその確保が重要な経営課題となっております。金融サービス分野

においては、経済環境・企業収益の改善傾向を背景に金融サービスに係る投資環境は好調に推移してお

ります。証券業界では、株式市場は緩やかな上昇基調で推移し、また、投資信託や外国債券の販売が拡

大いたしました。プリペイドカード業界では、大手流通業者より新型カードが発行される一方で、株主

優待としての法人向け需要が増加、ギフト商品としての利用も拡大しつつあります。 

 これらの経営環境のもと、当第１四半期の連結業績は、次のとおりとなりました。 

                                              （単位：億円） 

30.2

104.6 107.3

56.2

175.8
183.6

131.8

33.933.0

501.0

584.9

680.9
前々第１四半期

前第１四半期

当第１四半期

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
  

 売上高は、情報サービス事業におけるシステム開発・運用等のＩＴサービス等のテクノロジーサービ

スが好調に推移し、ビジネスサービスにおけるコンタクトセンター関連のＢＰＯ(注)、システム稼動テス

ト等の検証サービス等が順調に推移いたしました。また、金融サービス事業は、匿名組合への投資案件

が拡大、証券事業も順調に推移し、これらの結果、売上高は、680.9 億円（前年同期比 16.4％増）とな

りました。 

 営業利益は、前述の増収要因に加え、情報サービス事業においては、収益性重視の受注獲得や生産性

向上により、同事業は前年同期比 15.7％の増益となりました。また、金融サービス事業も大きく拡大し、

営業利益全体で 175.8 億円（同 68.0％増）となりました。 

 

------------------------------------------------------------------------------------------------ 

 (注)ＢＰＯ（Business Process Outsourcing）：業務運用サービス。業務の効率性や品質向上だけでなく、

差別化を推進するために業務を外部委託すること。 
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 経常利益は、営業増益の要因に加え、営業外収支の改善により 183.6 億円（同 71.0％増）となりま

した。四半期純利益は、経常増益までの要因に加え、特別損益及び税金関連の計上が加わった結果、131.8

億円（同 134.2％増）となりました。営業利益・経常利益・四半期純利益は、前第１四半期に続き、第

１四半期としての最高益を更新いたしました。 

 

＜事業セグメント別の業績＞ 

〔情報サービス事業〕 

  売上高は、金融・保険、輸送用機器、機械業界向けのシステム開発、家電・コンピュータ等の製造業・金

融業向けのコンタクトセンター関連ＢＰＯ、携帯電話・通信・デジタル家電分野向けの検証サービス等が順

調に推移し、売上高全体では、448.7 億円（前年同期比 3.8％の増収）となりました。 

 営業利益は、増収による要因に加え、テクノロジーサービスにおけるシステム開発の生産性向上等の要因

により、35.7 億円（同 15.7％の増益）となりました。 

 

〔金融サービス事業〕 

 前期から引き続き、匿名組合等を通じた不動産投資事業が順調に推移し、売上高は 164.6 億円（前年同期

比 82.6％の増収）、営業利益 148.2 億円（同 91.2％の増益）となり、連結営業利益に大きく貢献しておりま

す。 

 

〔証券事業〕 

 売上高は、募集・売出し取扱手数料、トレーディング収益が順調に推移し、69.1 億円（前年同期比 22.1％

の増収）となりました。営業利益は、増収により、取引関係費、人件費、不動産関係費、事務費等の販売費

及び一般管理費の増加をカバーし、4.9 億円（同 56.0％の増益）となりました。 

 

〔プリペイドカード事業〕 

 売上高は、カード発行量の一時的減少により、6.8 億円（前年同期比 5.7％の減収）となりました。営業

面で、新規加盟店の獲得、カード販売拠点の拡充、株主優待としてのＱＵＯカード販売、アライアンスにか

かる営業活動を積極的かつ先行的に進めたことから、営業損失 0.04 億円（前第１四半期連結会計期間 営業

損失 0.4 億円）となりました。なお、営業外収益としてカード退蔵益等を計上しており、当事業に関する経

常利益は 4.0 億円（前年同期比 90.5％の増益）となっております。  

 

 上記の各セグメントの売上高には、セグメント間の内部売上高を含んでおります。なお、詳細については、

22 ページの「セグメント情報」をご参照下さい。 

 

２．連結財政状態に関する定性的情報 

①資産、負債及び純資産の状況   

＜ 資産 5,737.4 億円（前連結会計年度末比  35.5 億円（0.6％）減少）＞ 

 流動資産は、金融サービス運用資産及び証券業における流動資産がそれぞれ増加した一方で、法人税等の

支払により現預金が減少した結果、流動資産合計は 90.8 億円減少いたしました。 

 固定資産では、業容拡大に伴う事務所設備の新規取得やＣＳＫ多摩センターの設備取得等により建物・構

築物及び土地が増加したこと並びに開発を進めている新証券システムの無形固定資産が増加したことにより、

固定資産合計では、55.3 億円増加いたしました。 
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＜ 負債 3,581.1 億円（前連結会計年度末比 104.0 億円（2.8％）減少）＞ 

 流動負債は、証券業における負債が減少したこと及び法人税等の支払により未払法人税等が減少したこと

により流動負債合計は 92.7 億円減少いたしました。 

 固定負債は、長期繰延税金負債の減少等により固定負債合計は 11.9 億円減少いたしました。 

＜ 純資産 2,156.2 億円（前連結会計年度末比 68.4 億円（3.3％）増加）＞ 

 純資産は、自己株式の取得により減少する一方、四半期純利益の計上、新株予約権（ストックオプション）

行使に伴う払込みによる資本金及び資本剰余金の増加等があり、これらの結果、純資産は 2,156.2 億円とな

りました（純資産の増減の詳細については、10 ページの「第１四半期連結株主資本等変動計算書」をご参照

ください）。 

 

②キャッシュ・フローの状況 

＜営業活動によるキャッシュ・フロー  

28.7 億円（前第１四半期連結会計期間比 167.5 億円増加）＞ 

税金等調整前四半期純利益の増加に加え、金融サービス事業における投資回収により金融サービス運用資

産の増加額が減少したことや法人税等の支払額の減少などにより営業活動によるキャッシュ・フローは、前

第１四半期連結会計期間比では 167.5 億円の増加となりました。 

 

＜投資活動によるキャッシュ・フロー  

△107.4 億円（前第１四半期連結会計期間比 67.4 億円減少）＞ 

投資有価証券の取得による支出は減少したものの、業容拡大に伴う事務所設備の新規取得やＣＳＫ多摩セ

ンターの設備取得等により有形固定資産の取得による支出が増加したこと及び開発を進めている新証券シス

テムの無形固定資産の取得による支出が増加したことなどにより、投資活動によるキャッシュ・フローは、

前第１四半期連結会計期間比では 67.4 億円の減少となりました。 

 

＜財務活動によるキャッシュ・フロー  

△5.1 億円（前第１四半期連結会計期間比 67.8 億円減少）＞ 

当第１四半期連結会計期間において、自己株式の取得を実施したことや短期借入による収入が減少したこ

となどにより、前第１四半期連結会計期間比では 67.8 億円の減少となりました。 

 

＜現金及び現金同等物の当第１四半期連結会計期間末残高  

971.1 億円（前第１四半期連結会計期間比 339.7 億円（53.8％）増加）＞ 

上述の各段階キャッシュ・フローに換算差額等が加わった結果、現金及び現金同等物の残高は前第１四半

期連結会計期間末比 339.7 億円増加し、971.1 億円となりました。 
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３．連結業績予想に関する定性的情報 

 業績予想は、当社グループの業績実績の傾向・特徴を分析・検討したうえで、本資料の発表日時点までに

おいて入手した情報をもとに、市場動向の変動等について一定の条件に基づく推測を含めて算出したもので

あります。このため、内外の経済環境並びに当社グループの属する業界において、想定していない変化や状

況が発生した場合には、実際の業績が記載の見通しの数値と異なる結果になる可能性があり、その要因とな

りうる事象は、従来より経営上のリスクとして決算短信及び有価証券報告書で開示しているもので、各セグ

メント固有のリスクの主なものは、次のとおりであります。 

 なお、これらのリスク要因について、当第１四半期において発生可能性の大幅な増加、並びに新たな重大

なリスク要因の発生はないものと認識しております。 

  情報サービス事業：お客様の設備投資の動向、同業他社との価格競争、研究開発・先行投資費用の回収 

  金融サービス事業：投資環境の急変、投資回収時期の遅延・回収額の減少 

  証券事業    ：信用リスク、市場リスク、流動性リスク、市場環境リスク、決済リスク、事務リス

ク、システムリスク、情報関連リスク、法務リスク 

  プリペイドカード事業：他の決済手段との競合、カードの使用実績率、不正利用 

 

平成 20 年３月期の連結業績予想（通期）は、平成 19 年６月 12 日発表の公表予想値から変更はなく、以下

のとおりであります。 

売上高は、情報サービス事業におけるシステム開発を中心としたテクノロジーサービス分野、ＢＰＯやＡ

ＳＰ(注)を中心としたビジネスサービス分野の双方とも、順調なＩＴ投資需要を背景に、5.7％の増収になる

見通しであります。 

営業利益及び経常利益は、テクノロジーサービス分野での収益性の向上が業績に寄与し、ビジネスサービ

ス分野の新会社の立ち上げ費用、将来の事業拡大に向けた先行費用を吸収して、情報サービス事業全体では、

大きく増益になる見通しであります。また、金融サービス事業・証券事業・プリペイドカード事業において

は、引き続き安定的に収益貢献する見通しであります。これらのことから、営業利益全体では、10.4％の増

益となる見通しであります。経常利益についても、営業増益に伴い 10.4％の増益となる見通しであり、営業

利益・経常利益ともに２期連続で最高益の更新となる見通しであります。 

 当期純利益は、経常利益までの増益要因に加え、平成 19 年３月期において国税更正処分にかかる法人税等

62.1 億円があったこと等の理由により、130.4％の増益となる見通しであります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

------------------------------------------------------------------------------------------------ 

 (注)ＡＳＰ（Application Service Provider）：ビジネス用のアプリケーション機能を、ネットワークを通

じて顧客に提供するサービス。 
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(単位：百万円)

期別　 
 　科目 (平成18年6月30日現在)

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 増減率

％ ％ ％ ％

 Ⅰ 流動資産
１ 現金及び預金 66,118 100,926 108,405 △7,478 
２ 受取手形及び売掛金 22,732 24,504 33,688 △9,183 
３ 有価証券 3,896 8,181 7,207 973 
４ 営業投資有価証券 3,176 3,623 2,137 1,485 
５ たな卸資産 12,893 7,286 4,819 2,466 
６ 金融サービス運用資産 105,977 113,590 110,842 2,747 
７ 証券業における預託金 47,825 48,087 46,394 1,692 
８ 証券業におけるトレーディング商品 12,020 19,753 15,679 4,073 
９ 証券業における信用取引資産 103,207 89,479 91,105 △1,625 
10 その他 33,982 41,650 45,883 △4,233 
投資損失引当金 － △3,868 △3,868 － 
貸倒引当金 △63 △271 △265 △6 

流動資産合計 411,767 79.7 452,941 78.9 462,029 80.0 △9,087 △2.0 

 Ⅱ 固定資産
１ 有形固定資産
(１) 建物及び構築物 10,052 13,638 8,712 4,926 
(２) 土地 11,684 12,462 10,831 1,630 
(３) その他 4,593 4,892 7,423 △2,530 

有形固定資産合計 26,329 5.1 30,993 5.4 26,966 4.7 4,026 14.9 

２ 無形固定資産
(１) のれん 435 772 848 △76 
(２) その他 3,522 14,729 13,191 1,537 

無形固定資産合計 3,958 0.8 15,501 2.7 14,039 2.4 1,461 10.4 

３ 投資その他の資産
(１) 投資有価証券 60,499 59,659 60,040 △381 
(２) 前払年金費用 3,288 3,333 3,324 8 
(３) 繰延税金資産 1,358 2,209 1,967 241 
(４) その他 11,550 10,953 10,778 175 
貸倒引当金 △2,118 △1,851 △1,852 1 

投資その他の資産合計 74,578 14.4 74,304 13.0 74,258 12.9 45 0.1 

固定資産合計 104,866 20.3 120,799 21.1 115,265 20.0 5,534 4.8 

資産合計 516,633 100.0 573,741 100.0 577,294 100.0 △3,553 △0.6 

第１四半期連結貸借対照表

(平成19年3月31日現在)(平成19年6月30日現在)

対前連結会計年度
比較増減

(資産の部)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表

前第１四半期 当第１四半期
連結会計期間末 連結会計期間末
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㈱ＣＳＫホールディングス（9737）　平成20年３月期　第１四半期財務・業績の概況

(単位：百万円)

期別　 
 　科目 (平成18年6月30日現在)

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比 金額 増減率

％ ％ ％ ％

 Ⅰ 流動負債
１ 買掛金 9,595 9,536 11,292 △1,755 
２ 短期借入金 32,248 33,250 28,052 5,197 
３ 一年内償還予定社債 － 20,000 20,000 － 
４ 未払法人税等 1,434 3,638 8,624 △4,985 
５ カード預り金 39,753 43,370 42,859 510 
６ 賞与引当金 2,758 3,073 6,419 △3,346 
７ 開発等損失引当金 2,756 619 898 △278 
８ 金融サービス負債 － 15,204 15,137 67 
９ 証券業におけるトレーディング商品 7,380 7,000 9,180 △2,180 
10 証券業における信用取引負債 56,983 48,882 55,841 △6,958 
11 証券業における預り金及び受入保証金 62,996 60,839 56,002 4,837 
12 その他 23,976 25,375 25,762 △387 

流動負債合計 239,883 46.4 270,791 47.2 280,070 48.5 △9,278 △3.3 

 Ⅱ 固定負債
１ 社債 40,000 20,000 20,000 － 
２ 新株予約権付社債 23,000 58,000 58,000 － 
３ 長期借入金 5,000 5,000 5,000 － 
４ 退職給付引当金 868 573 586 △13 
５ 役員退職慰労金引当金 186 158 205 △46 
６ その他 2,039 2,176 3,307 △1,130 

固定負債合計 71,094 13.8 85,909 15.0 87,099 15.1 △1,190 △1.4 

 Ⅲ 特別法上の準備金
１ 証券取引責任準備金 1,146 1,414 1,347 67 
２ 金融先物取引責任準備金 0 2 2 0 

特別法上の準備金合計 1,146 0.2 1,417 0.2 1,349 0.2 68 5.1 

負債合計 312,125 60.4 358,117 62.4 368,519 63.8 △10,401 △2.8 

 Ⅰ 株主資本
１ 資本金 72,089 14.0 73,127 12.7 72,790 12.6 336 0.5 
２ 資本剰余金 36,703 7.1 37,719 6.7 37,404 6.5 315 0.8 
３ 利益剰余金 83,121 16.1 96,389 16.8 84,691 14.7 11,697 13.8 
４ 自己株式 △19,633 △3.8 △24,007 △4.2 △19,649 △3.4 △4,358 22.2 
株主資本合計 172,281 33.4 183,228 32.0 175,236 30.4 7,991 4.6 
 Ⅱ 評価・換算差額等
１ その他有価証券評価差額金 9,342 1.8 8,146 1.4 8,949 1.5 △802 △9.0 
２ 繰延ヘッジ損益 △0 △0.0 － － 0 0.0 △0 △100.0 
評価・換算差額等合計 9,342 1.8 8,146 1.4 8,949 1.5 △803 △9.0 
 Ⅲ 少数株主持分 22,885 4.4 24,248 4.2 24,589 4.3 △340 △1.4 
純資産合計 204,508 39.6 215,623 37.6 208,775 36.2 6,848 3.3 

負債純資産合計 516,633 100.0 573,741 100.0 577,294 100.0 △3,553 △0.6 

(純資産の部)

(負債の部)

対前連結会計年度
比較増減

(平成19年6月30日現在)

前連結会計年度の

(平成19年3月31日現在)
要約連結貸借対照表連結会計期間末

前第１四半期 当第１四半期
連結会計期間末
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㈱ＣＳＫホールディングス（9737）　平成20年３月期　第１四半期財務・業績の概況

(単位：百万円)

期別

自平成18年４月１日 自平成19年４月１日 自平成18年４月１日

科目 至平成18年６月30日 至平成19年６月30日 至平成19年３月31日

金額 百分比 金額 百分比 金額 増減率 金額 百分比

％ ％ ％ ％
Ⅰ 売上高 58,490 100.0 68,099 100.0 9,609 16.4 245,981 100.0 

Ⅱ 売上原価 33,653 57.5 34,322 50.4 668 2.0 157,620 64.1 
売上総利益 24,836 42.5 33,776 49.6 8,940 36.0 88,361 35.9 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 14,366 24.6 16,189 23.8 1,823 12.7 58,456 23.7 
営業利益 10,469 17.9 17,586 25.8 7,117 68.0 29,904 12.2 

Ⅳ 営業外収益 585 1.0 991 1.5 406 69.3 2,277 0.9 
１受取利息 30 124 94 290 
２受取配当金 200 247 47 353 
３カード退蔵益 207 322 115 964 
４法人税等還付加算金 － 145 145 － 
５その他 148 152 4 668 

Ⅴ 営業外費用 316 0.5 213 0.3 △102 △32.4 1,371 0.6 
１支払利息 8 36 27 97 
２退職給付引当金繰入額 65 65 -         260 
３証券代行手数料 41 26 △14 152 
４転籍調整費用 55 40 △14 195 
５その他 145 44 △100 664 
経常利益 10,739 18.4 18,364 27.0 7,625 71.0 30,810 12.5 

Ⅵ 特別利益 441 0.7 8 0.0 △433 △98.1 1,254 0.5 
１固定資産売却益 － 1 1 208 
２投資有価証券売却益 55 － △55 － 
３貸倒引当金戻入益 66 － △66 － 
４事業譲渡益 277 － △277 277 
５償却済債権取立益 － 6 6 － 
６その他 42 0 △41 769 

Ⅶ 特別損失 135 0.2 340 0.5 205 151.4 1,351 0.5 
１固定資産売却損 － 39 39 － 
２固定資産除却損 20 45 24 160 
３減損損失 － 180 180 － 
４投資有価証券評価損 27 － △27 546 
５事業所移転損失 15 － △15 － 
６証券取引責任準備金繰入額 67 67 0 268 
７金融先物取引責任準備金繰入額 0 0 0 1 
８その他 3 6 2 373 

11,045 18.9 18,032 26.5 6,987 63.3 30,712 12.5 
法人税､住民税及び事業税 2,835 4.8 2,848 4.2 13 0.5 18,985 7.7 
法人税等還付税額 － － △2,763 △4.1 △2,763 － － － 

法人税等調整額 2,313 4.0 4,346 6.4 2,033 87.9 △4,532 △1.8 
過年度法人税等
及び法人税等調整額 － － － － － － 6,210 2.5 
少数株主利益 266 0.5 417 0.6 150 56.2 1,370 0.6 
四半期(当期)純利益 5,629 9.6 13,183 19.4 7,553 134.2 8,679 3.5 

第１四半期連結損益計算書

税金等調整前
四半期(当期)純利益

前連結会計年度の
要約連結損益計算書対前第１四半期

連結会計期間
比較増減

前第１四半期
連結会計期間

当第１四半期
連結会計期間
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㈱ＣＳＫホールディングス（9737）　平成20年３月期　第１四半期財務・業績の概況

第１四半期連結株主資本等変動計算書

前第1四半期連結会計期間　(自 平成18年４月１日　至 平成18年６月30日)

(単位：百万円)

平成18年３月31日残高 71,523 36,137 80,719 △19,625 168,754 11,069 － 23,606 203,430 

新株予約権の行使 565 565 － － 1,131 － － － 1,131 

剰余金の配当(注) － － △2,945 － △2,945 － － － △2,945 

役員賞与(注) － － △281 － △281 － － － △281 

四半期純利益 － － 5,629 － 5,629 － － － 5,629 

自己株式の取得 － － － △7 △7 － － － △7 

株主資本以外の項目の四半期
連結会計期間中の変動額(純
額)

－ － － － － △1,726 △0 △720 △2,448 

565 565 2,402 △7 3,526 △1,726 △0 △720 1,078 

平成18年６月30日残高 72,089 36,703 83,121 △19,633 172,281 9,342 △0 22,885 204,508 

(注)　平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。

当第1四半期連結会計期間　(自 平成19年４月１日　至 平成19年６月30日)

(単位：百万円)

平成19年３月31日残高 72,790 37,404 84,691 △19,649 175,236 8,949 0 24,589 208,775 

新株予約権の行使 336 336 － － 673 － － － 673 

剰余金の配当(注) － － △1,485 － △1,485 － － － △1,485 

四半期純利益 － － 13,183 － 13,183 － － － 13,183 

自己株式の取得 － － － △4,402 △4,402 － － － △4,402 

自己株式の処分 － △21 － 44 22 － － － 22 

株主資本以外の項目の四半期
連結会計期間中の変動額(純
額)

－ － － － － △802 △0 △340 △1,143 

336 315 11,697 △4,358 7,991 △802 △0 △340 6,848 

平成19年６月30日残高 73,127 37,719 96,389 △24,007 183,228 8,146 － 24,248 215,623 

(注)　平成19年６月の定時株主総会における剰余金の配当であります。

純資産
合計資本金 資本

剰余金
利益
剰余金 自己株式

株主資本
合計

その他
有価証券
評価差額金

繰延
ヘッジ損益

株主資本 評価・換算差額等

四半期連結会計期間中の変動額
合計

四半期連結会計期間中の変動額

資本
剰余金資本金

純資産
合計繰延

ヘッジ損益

評価・換算差額等

四半期連結会計期間中の変動額
合計

株主資本
合計

株主資本

利益
剰余金 自己株式

少数株主
持分

四半期連結会計期間中の変動額

少数株主
持分

その他
有価証券
評価差額金
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㈱ＣＳＫホールディングス（9737）　平成20年３月期　第１四半期財務・業績の概況

前連結会計年度　(自 平成18年４月１日　至 平成19年３月31日)

(単位：百万円)

平成18年３月31日残高 71,523 36,137 80,719 △19,625 168,754 11,069 － 23,606 203,430 

新株予約権の行使 1,266 1,266 － － 2,533 － － － 2,533 

剰余金の配当(注) － － △2,945 － △2,945 － － － △2,945 

剰余金の配当 － － △1,479 － △1,479 － － － △1,479 

役員賞与(注) － － △281 － △281 － － － △281 

当期純利益 － － 8,679 － 8,679 － － － 8,679 

自己株式の取得 － － － △24 △24 － － － △24 

自己株式の処分 － 0 － 0 1 － － － 1 

株主資本以外の項目の連結会
計年度中の変動額(純額) － － － － － △2,120 0 982 △1,136 

1,266 1,266 3,972 △23 6,482 △2,120 0 982 5,345 

平成19年３月31日残高 72,790 37,404 84,691 △19,649 175,236 8,949 0 24,589 208,775 

(注)　平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。

連結会計年度中の変動額

連結会計年度中の変動額合計

株主資本 評価・換算差額等

少数株主
持分

純資産
合計資本金 資本

剰余金
利益
剰余金 自己株式

株主資本
合計

その他
有価証券
評価差額金

繰延
ヘッジ損益
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㈱ＣＳＫホールディングス（9737）　平成20年３月期　第１四半期財務・業績の概況

第１四半期連結キャッシュ・フロー計算書(要約)

（単位：百万円）

期別　  
前第１四半期
連結会計期間

当第１四半期
連結会計期間 前連結会計年度

自平成18年４月１日 自平成19年４月１日 自平成18年４月１日

   科目 至平成18年６月30日 至平成19年６月30日 至平成19年３月31日

金額 金額 金額 金額

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー △13,876  2,876  16,753  7,069  

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー △3,995  △10,745  △6,749  △16,546  

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー 6,268  △518  △6,787  39,532  

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額 △0  57  58  50  

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額(△減少額) △11,604  △8,330  3,274  30,106  

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高 74,747  105,447  30,700  74,747  

－              －              －              593  

Ⅷ　現金及び現金同等物の四半期末(期末)残高 63,142  97,116  33,974  105,447  

対前第１四半期
連結会計期間
比較増減

Ⅶ　連結子会社の新規連結及び連結除外等による
    現金及び現金同等物の増減額(△減少額)

12
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 第１四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

項目 当第１四半期連結会計期間 
  
１ 連結の範囲に関する事項  (1) 連結子会社 

  連結子会社 ： 71社 
   ㈱ジェー・アイ・イー・シー、㈱ベリサーブ、コスモ証券㈱ 他
68社 

   新規連結 匿名組合10社、投資事業組合２社、他１社 
  (2) 主要な非連結子会社の名称等 

  東京グリーンシステムズ㈱ 
   非連結子会社は、いずれも小規模であり合計の総資産、売上高、
持分に見合う四半期純損益及び利益剰余金等は、いずれも第１四半
期連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲か
ら除外しております。 

２ 持分法の適用に関する事項   持分法適用会社 ： 該当ありません。 
   持分法を適用していない非連結子会社(東京グリーンシステムズ
㈱他)及び関連会社(Ｍ＆Ｃビジネスシステムズ㈱他)は、それぞれ、
四半期連結純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、か
つ全体としても重要性が低いため、持分法の適用範囲から除外して
おります。 

３ 連結子会社の第１四半期決算日等
に関する事項 

   連結子会社のうち、匿名組合１社の第１四半期決算日は５月31
日、匿名組合２社の第１四半期決算日は４月30日、匿名組合24社及
び投資事業組合２社の第１四半期決算日は３月31日であります。ま
た、匿名組合２社の第１四半期決算日は２月28日であるため５月31
日を仮決算日とした仮決算を行い連結しております。他の連結子会
社の第１四半期決算日は、第１四半期連結決算日と一致しておりま
す。第１四半期連結決算日と連結子会社の第１四半期決算日との間
に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っておりま
す。 

４ 会計処理基準に関する事項  (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 
   ①有価証券 
    売買目的有価証券(証券業におけるトレーディング商品) 
     時価法 
    満期保有目的の債券 
     償却原価法 
    子会社株式及び関連会社株式 
     非連結子会社株式及び持分法非適用関連会社株式について
は、移動平均法による原価法 

    その他有価証券(金融サービス運用資産及び営業投資有価証券
を含む) 

     時価のあるもの 
      第１四半期決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は主として移動
平均法により算定) 

     時価のないもの 
      主として移動平均法による原価法 
   ②デリバティブ 
    時価法 
   ③たな卸資産 
    主として、個別法又は移動平均法による原価法  
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項目 当第１四半期連結会計期間 

  
  (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

   有形固定資産については、定率法を採用しております。但し、平
成10年４月１日以降に取得した建物(建物付属設備を除く)につい
ては、定額法を採用しております。 
   なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
   建物及び構築物 ２年～50年 
(会計方針の変更) 
   当第１四半期連結会計期間より、法人税法の改正に伴い、平成19
年４月１日以降に取得した有形固定資産については、改正後の法人
税法に規定する償却方法に変更しております。この変更に伴う損益
に与える影響は軽微であります。 
また、当第１四半期連結会計期間より、法人税法の改正に伴い、
平成19年３月31日以前に取得した有形固定資産のうち償却可能額
までの償却が終了しているものについては、残存価額を５年間で均
等償却する方法を採用しております。この変更に伴う損益に与える
影響は軽微であります。 

    無形固定資産については、定額法を採用しております。但し、ソ
フトウェアについては、自社利用目的のソフトウェアは社内におけ
る利用可能期間に基づく定額法、販売目的のソフトウェアは主とし
て見込販売収益に基づく償却額と見積効用年数に基づく均等配分
額とを比較し、いずれか大きい金額を計上しております。 

  (3) 重要な繰延資産の処理方法 
   株式交付費は支出時に全額費用処理しております。 

  (4) 重要な引当金の計上基準 
①投資損失引当金 
   金融サービス運用資産に含まれる投資について、投資先の資産内
容等を勘案し、実質価額の低下に相当する額を計上しております。 

 ②貸倒引当金 
   金銭債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については
貸倒実績率により、貸倒懸念債権等については個別に回収可能性を
検討し、回収不能見込額を計上しております。 

   ③賞与引当金 
   従業員への賞与支給に備えるため、当第１四半期連結会計期間末
において発生していると認められる支給見込額を計上しておりま
す。 

   ④開発等損失引当金 
   システム開発、システム運営管理等の事業に係る不採算案件及び
瑕疵対応案件について発生が見込まれる損失額を計上しておりま
す。 

   ⑤退職給付引当金 
   従業員への退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退
職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当第１四半期連結会計
期間末において発生していると認められる額を計上しております。 
   なお、当社及び一部の連結子会社は、当第１四半期連結会計期間
末において年金資産見込額が退職給付債務見込額から会計基準変
更時差異の未処理額及び未認識数理計算上の差異を控除した額を
超過しているため、超過額を投資その他の資産の「前払年金費用」
に計上しております。 
   会計基準変更時差異については、主に15年による按分額を費用処
理しております。 
   数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤
務期間以内の一定年数による定額法により、発生の翌連結会計年度
から費用処理しております。 
   過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残存勤務期
間以内の一定年数による定額法により、発生時から費用処理してお
ります。 
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項目 当第１四半期連結会計期間 

  
   ⑥役員退職慰労金引当金 

   当社及び一部の連結子会社は、役員への退職慰労金支給に備える
ため、内規による必要額を計上しております。 
   なお、当社は内規を改定し、平成15年６月26日の定時株主総会後、
必要額は増加いたしません。 

 (5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 
   外貨建金銭債権債務は、第１四半期連結決算日の直物為替相場に
より円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。 

 (6) 重要なリース取引の処理方法 
   リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の
ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方
法に準じた会計処理によっております。 
(7) 重要なヘッジ会計の方法 
  ①ヘッジ会計の方法 
   繰延ヘッジ処理によっております。また、為替予約等について振
当処理の要件を満たしている場合には、振当処理を採用しておりま
す。特例処理の要件を満たしている金利スワップについては特例処
理によっております。 
  ②ヘッジ手段とヘッジ対象 
   ヘッジ手段 
    為替予約取引、金利スワップ取引 
   ヘッジ対象 
    外貨建金銭債務、外貨建予定取引、借入金 
  ③ヘッジ方針 
   社内規程に基づき、通常業務を遂行する際の為替及び金利変動リ
スクをヘッジしております。なお、短期的な売買差益を獲得する目
的(トレーディング目的)や、投機目的のためにデリバティブ取引を
行うことはありません。 
  ④ヘッジの有効性評価の方法 
   ヘッジ手段とヘッジ対象の相場変動額を比較すること等によっ
てヘッジの有効性を判断しております。特例処理によっている金利
スワップについては有効性の評価を省略しております。 

 (8) 金融サービス事業における会計処理 
  ①金融サービス運用資産 
   匿名組合への出資 
    匿名組合への出資による資金運用取引については、組合から得
られた分配金を売上として計上しております。 

   株式及び不動産 
    株式及び不動産を対象とする資金運用取引については、売却益
(売却損)相当額を売上(売上原価)として計上しております。また
株式には、時価のあるその他有価証券が含まれております。 

   投資事業組合等への出資 
    投資事業組合等への出資による資金運用取引については、最近
の決算に基づいて、組合等の利益(損失)の持分相当額を純額で売
上(売上原価)として計上しております。なお、組合等がその他有
価証券を保有している場合で当該有価証券に評価差額が発生し
ている場合には、評価差額に対する持分相当額をその他有価証券
評価差額金に計上しております。 

  ②営業投資有価証券 
   自らが業務執行組合員となっている投資事業組合等については、
最近の決算に基づいて、組合等の資産・負債・収益・費用を持分割
合に応じて計上しております。このうち有価証券の持分相当額を営
業投資有価証券としております。 
   また、連結子会社である投資事業組合が保有する有価証券につい
ては、営業投資有価証券としております。 
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項目 当第１四半期連結会計期間 

  
 (9) プリペイドカード事業における第三者型カード発行の会計処理 

   第三者型カード発行の会計処理は、発行したカードの券面金額を
カード預り金に計上し、使用に応じて使用金額をカード預り金から
取崩しております。 
   また、法人税法の「発行年度ごとに区分管理する方法」に準拠し、
過去の使用実績率に基づき算出した、使用されないと見込まれる金
額をカード預り金から取崩し、営業外収益のカード退蔵益に計上し
ております。 

 
 

(10) その他第１四半期連結財務諸表作成のための重要な事項 
  ①消費税等の処理方法 
   税抜方式によっております。 
  ②連結納税制度 
   連結納税制度を適用しております。 
  ③のれん及び負ののれん 
   のれん及び負ののれんは、原則として５年均等償却をしておりま
す。但し、金額の僅少なものについては発生年度に一時に償却して
おります。  

５ 第１四半期連結キャッシュ・フロ
ー計算書(要約)における資金の範
囲 

   第１四半期連結キャッシュ・フロー計算書(要約)における資金(現
金及び現金同等物)は、手許現金、随時引出可能な預金及び容易に換
金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わな
い取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなって
おります。 

 

 
 

表示方法の変更 
 

当第１四半期連結会計期間 
 

(第１四半期連結損益計算書) 

１ 前第１四半期連結会計期間において特別利益の「その他」に含めて表示しておりました「固定資産売却益」(前
第１四半期連結会計期間13百万円)は、特別利益の総額の100分の10を超えたため、当第１四半期連結会計期間に
おいては、区分掲記しております。 

２ 前第１四半期連結会計期間において区分掲記しておりました特別利益の「貸倒引当金戻入益」(当第１四半期
連結会計期間0百万円)は、特別利益の総額の100分の10以下となったため、当第１四半期連結会計期間において
は、特別利益の「その他」に含めて表示しております。 

３ 前第１四半期連結会計期間において特別利益の「その他」に含めて表示しておりました「償却済債権取立益」
(前第１四半期連結会計期間2百万円)は、特別利益の総額の100分の10を超えたため、当第１四半期連結会計期間
においては、区分掲記しております。 

４ 前第１四半期連結会計期間において特別損失の「その他」に含めて表示しておりました「固定資産売却損」(前
第１四半期連結会計期間1百万円)は、特別損失の総額の100分の10を超えたため、当第１四半期連結会計期間に
おいては、区分掲記しております。 
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注記事項 

   (第１四半期連結貸借対照表関係) 

前第１四半期連結会計期間末 当第１四半期連結会計期間末 前連結会計年度末 

１ 有形固定資産の減価償却累計額
21,198百万円 

１ 有形固定資産の減価償却累計額
14,869百万円 

１ 有形固定資産の減価償却累計額
14,475百万円 

２ 金融サービス運用資産のうち、
主要なものは以下のとおりであり
ます。 
匿名組合への出資 65,891百万円 
株式 26,417百万円 
   

２ 金融サービス運用資産のうち、
主要なものは以下のとおりであり
ます。  
匿名組合への出資 17,446百万円 
株式 26,008百万円 
不動産 38,676百万円  

２ 金融サービス運用資産のうち、
主要なものは以下のとおりであり
ます。  
匿名組合への出資 30,163百万円 
株式 26,980百万円 
不動産 30,726百万円  

 株式の中には時価のある株式が
12,542百万円含まれております。 
金融サービス負債のうち主要な
ものは次のとおりであります。 
責任財産限定型債務(ノンリコー
スローン)     11,125百万円 
金融サービス運用資産の不動産
及び金融サービス負債の責任財産
限定型債務(ノンリコースローン)
は連結子会社である匿名組合の資
産・負債であります。 

株式の中には時価のある株式が
11,986百万円含まれております。 
金融サービス負債のうち主要な
ものは次のとおりであります。 
責任財産限定型債務(ノンリコー
スローン)    11,132百万円 
金融サービス運用資産の不動産
及び金融サービス負債の責任財産
限定型債務(ノンリコースローン)
は連結子会社である匿名組合の資
産・負債であります。 

３ 特別法上の準備金の計上を規定
した法令の条項は、次のとおりで
あります。 
 証券取引責任準備金 
     証券取引法第51条 
 金融先物取引責任準備金 
     金融先物取引法第81条 

３      同左 
 
 
 
 
 
 

３      同左 
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(第１四半期連結損益計算書関係) 

前第１四半期連結会計期間 当第１四半期連結会計期間 前連結会計年度 

 ────────── 

 

１ 減損損失の主な内訳は以下のと
おりであります。 
 (1) 減損損失を計上した主な資産 

(2) 資産のグルーピングの方法 
  遊休資産及び売却予定資産にお
いては個別物件単位で、事業資産
においては管理会計上の区分とし
ております。 
(3) 減損損失の計上に至った経緯
及び算定方法 
 主に収益性が著しく低下した事
業用資産においては、不採算事業
における回収可能性の将来キャッ
シュ・フローを考慮し、帳簿価額
と回収可能価額との差額を減損損
失として計上しております。当第
１四半期連結会計期間においては
減損損失として180百万円計上し
ており、その内訳は、データベー
ス132百万円、ソフトウェア48百万
円であります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

場所 用途 種類 

ＣＳＫ 

青山ビル 

(東京都港区) 

データ 

ベース 

無形 

固定資産 

１ 過年度法人税等及び法人税等調
整額については、下記の理由によ
り計上されております。 
 当社及び連結子会社のＣＳＫフ
ァイナンス㈱(以下、この注記にお
いて連結子会社)は、平成16年３月
期に係る法人税の更正通知を、平
成17年８月１日に国税当局より受
領しております。更正の主たる内
容は、グループ再編の対象となっ
た子会社株式の評価額等に関する
ものであります。 
 当社及び連結子会社は、当該更
正処分は承服できる内容ではない
ことから、全処分の取消しを求め、
平成17年８月９日付で異議申立書
を東京国税局長宛に提出いたしま
した。 
 しかし、異議申立て後、相当期
間が経過しており、また、平成19
年３月に日本公認会計士協会から
「諸税金に関する会計処理及び表
示と監査上の取扱い」の改正が公
表されたことなどを考慮し、当連
結会計年度において財務状況の一
層の健全性向上と経営の透明性の
確保という観点から、本件につい
ては保守的な会計処理が望ましい
との結論に至り、連結損益計算書
に織り込むことと致しました。 
(後発事象) 
 上述の異議申立てに関し、平成
19年６月６日付で東京国税局より
異議決定書を受領し、当社及び連
結子会社の主張の一部が認められ
ました。これに対し、当社及び連
結子会社は、異議申立てが認めら
れなかった主たる部分(子会社株
式の評価額)について、平成19年６
月12日開催の当社取締役会で国税
不服審判所に不服審査請求を行う
ことを決定しております。 
  なお、当社及び連結子会社の異
議申立てが認められた部分に係る
連結業績への影響額は、法人税相
当部分で当社約10億円及び連結子
会社約10億円であります。 
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前第１四半期連結会計期間 当第１四半期連結会計期間 前連結会計年度 

  

 

２ 法人税等還付税額（法人税相当
部分2,129百万円、地方税相当部分
633百万円）については、以下の理
由により計上されています。 
(1) 更正通知の受領と異議申立書
の提出 
当社及び連結子会社のＣＳＫフ
ァイナンス㈱(以下、この注記にお
いて連結子会社)は、平成16年３月
期に係る法人税の更正通知を、平
成17年８月１日に国税当局より受
領しました。更正の主たる内容は、
グループ再編の対象となった子会
社株式の評価額等に関するもので
あります。 
当社及び連結子会社は、当該更
正処分は承服できる内容ではない
ことから、全処分の取消しを求め、
平成17年８月９日付で異議申立書
を東京国税局長宛に提出いたしま
した。 
(2) 過年度法人税等及び法人税等
調整額の計上 
 平成19年3月期においては、異議
申立て後、相当期間が経過してお
り、また、平成19年３月に日本公
認会計士協会から「諸税金に関す
る会計処理及び表示と監査上の取
扱い」の改正が公表されたことな
どを考慮し、財務状況の一層の健
全性向上と経営の透明性の確保と
いう観点から、保守的な会計処理
が望ましいとの結論に至り、過年
度法人税等及び法人税等調整額と
して6,210百万円を連結損益計算
書に織り込むことといたしまし
た。 
(3) 異議決定書の受領と法人税等
還付税額の計上 
当第１四半期連結会計期間にお
いて、上述の異議申立てに関し、
平成19年６月６日付で東京国税局
より異議決定書を受領し、当社及
び連結子会社の主張の一部が認め
られたため、その部分に係る法人
税等還付税額を計上しています。 
なお、当社及び連結子会社は、
異議申立てが認められなかった主
たる部分(子会社株式の評価額)に
ついて、平成19年７月２日付で国
税不服審判所に不服審査請求を行
っております。 
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(第１四半期連結株主資本等変動計算書関係) 

当第１四半期連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年６月30日) 

１ 発行済株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 
当第１四半期 
連結会計期間末 

普通株式(株) 78,437,124 179,400 － 78,616,524 
 
(変動事由の概要) 

普通株式の増加179,400株は、ストックオプションの権利行使による増加であります。 

 

２ 自己株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 
当第１四半期 
連結会計期間末 

普通株式(株) 4,148,356 1,000,278 9,378 5,139,256 
 
(変動事由の概要) 

普通株式の増加278株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

普通株式の増加1,000,000株は、自己株式買付による増加であります。 

普通株式の減少9,378株は、㈱ＩＳＡＯの完全子会社化に伴う株式交換による減少であります。 

 

３ 新株予約権等に関する事項 

    該当事項はありません。 

 

４ 配当に関する事項 

 配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
(百万円) 

１株当たり配当額 
(円) 

基準日 効力発生日 

平成19年６月27日 
定時株主総会 

普通株式 1,485 20 平成19年３月31日 平成19年６月28日 

 

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 
株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(株) 77,791,992 645,132 － 78,437,124 
 
(変動事由の概要) 

普通株式の増加645,132株は、ストックオプションの権利行使による増加であります。 

 

２ 自己株式に関する事項 
株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式(株) 4,143,833 4,730 207 4,148,356 
 
(変動事由の概要) 

普通株式の増加4,730株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

普通株式の減少207株は、単元未満株式の処分による減少であります。 

 

３ 新株予約権等に関する事項 

    該当事項はありません。 

    なお、平成18年７月に第７回無担保転換社債型新株予約権付社債を発行しております。 
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４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
(百万円) 

１株当たり配当額 
(円) 

基準日 効力発生日 

平成18年６月28日 
定時株主総会 

普通株式 2,945 40 平成18年３月31日 平成18年６月29日 

平成18年11月７日 
取締役会 

普通株式 1,479 20 平成18年９月30日 平成18年12月11日 

 (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額 
(百万円) 

１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成19年６月27日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 1,485 20 平成19年３月31日 平成19年６月28日 

 

 
  
(第１四半期連結キャッシュ・フロー計算書(要約)関係) 

前第１四半期連結会計期間 当第１四半期連結会計期間 前連結会計年度 

 現金及び現金同等物の四半期末残
高と第１四半期連結貸借対照表に掲
記されている科目の金額との関係 

(平成18年６月30日現在) 
現金及び預金勘定 66,118百万円 
有価証券勘定 3,896百万円 
合計 70,014百万円 
預入期間が３ヶ月を
超える定期預金又は
担保差入の定期預金 

△3,167百万円 

償還期間が３ヶ月を
超える公社債投資信
託及び国債など 

△3,704百万円 

現金及び現金同等物 63,142百万円  

 現金及び現金同等物の四半期末残
高と第１四半期連結貸借対照表に掲
記されている科目の金額との関係 

(平成19年６月30日現在) 
現金及び預金勘定 100,926百万円 
有価証券勘定 8,181百万円 
合計 109,107百万円 
預入期間が３ヶ月を
超える定期預金又は
担保差入の定期預金 

△4,206百万円 

償還期間が３ヶ月を
超える公社債投資信
託及び国債など 

△7,784 百万円 

現金及び現金同等物 97,116百万円  

 現金及び現金同等物の期末残高と
連結貸借対照表に掲記されている科
目の金額との関係 

(平成19年３月31日現在) 
現金及び預金勘定 108,405百万円 
有価証券勘定 7,207百万円 
合計 115,612百万円 
預入期間が３ヶ月を
超える定期預金又は
担保差入の定期預金 

△3,354百万円 

償還期間が３ヶ月を
超える公社債投資信
託及び国債など 

△6,810百万円 

現金及び現金同等物 105,447百万円  
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セグメント情報 
 
(１)事業の種類別セグメント情報 

(単位：百万円)

前第１四半期連結会計期間 (自 平成18年４月１日 至 平成18年６月30日) 

区分 情報 
サービス 
事業 

金融 
サービス 
事業 

証券事業 
プリペイド 
カード事業 

計 
消去又は 
全社 

連結 

 売上高        

 (1)外部顧客に対する売上高 43,079 9,017 5,665 728 58,490 － 58,490 
(2)セグメント間の内部売上高 
   又は振替高 

148 － 1 0 151 (151) － 

計 43,227 9,017 5,667 729 58,641 (151) 58,490 

 営業費用 40,135 1,263 5,352 770 47,521 499 48,020 

 営業利益又は営業損失(△) 3,092 7,753 315 △40 11,120 △651 10,469 

当第１四半期連結会計期間 (自 平成19年４月１日 至 平成19年６月30日) 

区分 情報 
サービス 
事業 

金融 
サービス 
事業 

証券事業 
プリペイド 
カード事業 

計 
消去又は 
全社 

連結 

 売上高        

 (1)外部顧客に対する売上高 44,036 16,460 6,915 686 68,099 － 68,099 
(2)セグメント間の内部売上高 
   又は振替高 

842 0 1 1 846 (846) － 

計 44,878 16,461 6,917 688 68,945 (846) 68,099 

 営業費用 41,299 1,638 6,425 692 50,055 457 50,512 

 営業利益又は営業損失(△) 3,579 14,823 491 △4 18,890 △1,303 17,586 

前連結会計年度 (自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

区分 情報 
サービス 
事業 

金融 
サービス 
事業 

証券事業 
プリペイド 
カード事業 

計 
消去又は 
全社 

連結 

 売上高        

 (1)外部顧客に対する売上高 192,561 24,953 24,702 3,763 245,981 － 245,981 
(2)セグメント間の内部売上高 
   又は振替高 

1,719 135 2 4 1,862 (1,862) － 

計 194,281 25,089 24,705 3,768 247,843 (1,862) 245,981 

 営業費用 179,503 9,247 22,948 4,020 215,720 356 216,076 

 営業利益又は営業損失(△) 14,777 15,841 1,757 △252 32,123 △2,218 29,904 

(注)１ 事業セグメント区分の方法及び各区分に属する主要なサービスの名称 
   情報サービス事業   システム開発、システム運営管理、コンピュータ機器の保守、データエントリー、 
              コンピュータ関連のコンサルティング及び教育等のサービス事業、業務運用、 
              コンピュータ及びコンピュータ関連の周辺機器・消耗品等の販売事業、 
              コンピュータビル等の工事請負事業、コンピュータビルの賃貸事業 
   金融サービス事業   投資事業組合・匿名組合・不動産・株式等への投資事業、ベンチャーキャピタル事業、投資信託委託業等 
   証券事業       証券業、証券業付随業務等 
   プリペイドカード事業 プリペイドカードの発行・精算事業、カードシステムの開発・販売事業 
 
  ２ 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は、前第１四半期連結会計期間は 1,766 百万円、当第１四半
期連結会計期間は2,369百万円、前連結会計年度は7,002百万円であり、当社で発生したグループ会社の管理費用等であります。 

 
(２)所在地別セグメント情報 
 前第１四半期連結会計期間、当第１四半期連結会計期間及び前連結会計年度において、全セグメントの売上高の合計に占
める「本邦」の割合がいずれも 90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

 
(３)海外売上高 
 前第１四半期連結会計期間、当第１四半期連結会計期間及び前連結会計年度において、いずれも海外売上高は、連結売上
高の 10％未満のため、記載を省略しております。 


